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会計帳簿への住所の記載について 

 
 平成２４年度第１回委員会においては、会計帳簿への住所の記載に

関して、すべての支出について会計帳簿の住所の記載義務を課す現

行制度を見直す方向で制度改正を行うことの検討については、以下

の流れで検討を進めた。 
  

・ 事務負担について 
・ 住所記載の必要性について 
・ 委員会におけるこれまでの議論の経緯（「取りまとめ」策定

時）の確認 
・ 国会議員関係政治団体が高額の支出について会計帳簿の住所

記載を省略する場合の検討 
・ 国会議員関係政治団体が少額の支出について会計帳簿の住所

記載を省略する場合の検討 
 

これまでの議論 

  
 様々な意見が出されたが、制度改正を行うとした場合は、高額の

支出・少額の支出、国会議員関係政治団体・資金管理団体・その他

の政治団体で取扱いを変えるなどにより制度を複雑化させることは、

制度が国民の目から見て分かりにくくなるとともに、政治団体の会

計責任者にとっても事務負担が増大することになりうることから、

制度はシンプルなものにすべきであるという点で意見の一致が見ら

れたところである。 
 この考え方に基づき、シンプルなメルクマールの設定により会計

帳簿に住所記載を省略するいくつかの案が出された。 
一方で、政治団体の収支の状況を明らかにするために必要である

とされる情報が全て記載されるものとしての会計帳簿の意義付けの

変更を行うことは、政治資金制度全体の考え方の変更ともいえるこ

とから、慎重であるべきという意見も示された。   
さらに、会計帳簿・収支報告書作成ソフトの活用により、一定の

事務負担の軽減は図れるのではないかという意見も示された。 
 

委員限り 

資料Ｃ 
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 検討 
 

事務負担の軽減のために制度改正を行うべきという主張と政治

資金制度全体の考え方の変更ともいえる会計帳簿の意義付けの変

更を行うことには慎重であるべきという主張がみられた。これまで

の検討を踏まえ、まずは、事務負担の軽減のためにシンプルな制度

に改正するとした場合に考えられるメルクマールについて検討を

行うとともに、当該案件が法律改正を伴い、かつ、会計帳簿の意義

付けを変更するものであることから、この制度改正により軽減され

る事務負担について改めて整理を行う。 
 次に、制度改正を行わない場合について、事務負担の軽減にどの

ように対応すべきかを踏まえ、検討を行う。 
 
〇 事務負担の軽減のためにシンプルな制度に改正するとした場合 
 
（１）考えられるメルクマール 
 
① 領収書等に住所が記載されているか否かをメルクマールとし、

領収書等に住所が記載されている場合はその旨を会計帳簿に付

記する取扱いとする場合 
   
  （留意点） 
  ・領収書等の徴収・保存義務が課されていない支出については、

会計帳簿に住所を転記する事務の負担は軽減されないため、

国会議員関係政治団体以外の政治団体については、支出額に

より取扱いに差が生じる。 
  ・領収書等に住所が記載されている場合はその旨を会計帳簿に

付記するとなると、収支報告書に住所を記載する場合に住所

が記載された領収書等を探す必要が出るなど事務がかえって

大変になるのではないか。 
・会計責任者の事務負担の軽減については、会計帳簿に住所を
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転記する事務の負担の軽減のみであり、そもそも領収書等に

記載されている住所が正しいか否かの確認、領収書等に住所

が記載されていない場合の住所の確認は引き続き必要である。 
  ・政治資金監査に関する具体的な指針においては、以下のとお

りの取扱いとなっている。 
 
 
 

会計帳簿に必要記載事項の記載不備がある場合は、その旨を会計

責任者に指摘すること。 
なお、支出を受けた者の住所の記載について、以下に掲げる場合

は、政治資金監査においては記載不備とは扱わないこと。 
・会計帳簿の備考欄に住所は別添の書面に記載されている旨が記載

されており、支出を受けた者の住所が記載された当該支出に係る

領収書等又は当該領収書等に係る請求書等の書面が、会計帳簿と

併せて保存されている場合。ただし、この場合であっても、会計

帳簿の備考欄には別添の書面に記載された支出を受けた者の住

所を転記しておくよう指摘すること。 
 

 
② 領収書等の徴収・保存義務が課されているかをメルクマールと

し、住所が記載されていない領収書等でも支出を受けた者から徴

収した領収書等が保存されていれば、会計帳簿への住所記載を省

略する取扱いとする場合 
   

（留意点） 
・領収書等の徴収・保存義務が課されていない支出については、

事務の負担は軽減されないため、国会議員関係政治団体以外の

政治団体については、支出額により取扱いに差が生じる。 
・会計責任者が会計帳簿に住所を転記する事務の負担の軽減につ

ながり、さらに収支報告書の住所記載義務のない支出について

は、そもそも記載すべき住所を確認する事務の負担が軽減され

政治資金監査マニュアル 平成２２年９月改定版（抄） 
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る。 
 
③ 登録政治資金監査人が政治資金監査を行っているか否かをメ

ルクマールとし、住所が記載されていない領収書等でも政治資金

監査により会計帳簿との突合が行われていれば、会計帳簿への住

所記載を省略する取扱いとする場合 
 
  （留意点） 
  ・結果的に国会議員関係政治団体のみへの影響であり、制度と

して分かりやすい反面、他の政治団体の事務の負担の軽減に

はつながらない。 
  ・会計責任者が会計帳簿に住所を転記する事務の負担の軽減に

つながり、さらに収支報告書の住所記載義務のない支出につ

いては、そもそも記載すべき住所を確認する事務の負担が軽

減される。 
   
（２） 軽減される事務負担 
 
①会計帳簿に住所を転記する事務の負担の軽減 

 
（１）の全てのメルクマールに共通して、収支報告書の住所記

載義務がある範囲においては、会計帳簿への住所記載を省略した

場合、当該支出に係る会計責任者の事務負担の軽減は会計帳簿と

収支報告書に二度同じ住所を記載しなくてよくなることである。 
一方で、住所を収支報告書と会計帳簿に複数回記載することの

事務負担の軽減については、会計帳簿・収支報告書作成ソフトを

活用すれば、一定程度行えることについて留意する必要がある。 
 

また、（１）①のメルクマールによる場合は、収支報告書の住

所記載義務がなく、領収書等の徴収・保存義務がある範囲におい

ても、領収書等に記載されている住所を会計帳簿に転記する事務

の負担の軽減である。 
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これらについては、そもそも記載すべき住所を確認する事務は

引き続き必要であることについてどう考えるか。 
 
②内部書類への住所記載を求めないことによる事務の負担の軽減 

 
   政治団体の内部書類の住所記載を支出の実在性の担保に用い

ないとした場合、（１）②③においては、収支報告書の住所記載

義務がある範囲については、（２）①と同じ事務負担の軽減とな

るが、収支報告書の住所記載義務がなく、領収書等の徴収・保存

義務がある範囲においては、そもそも記載すべき住所を確認する

事務の負担が軽減されることとなる。 
 
   一方、住所記載が支出の実在性の担保に必要かという論点は、

内部書類である会計帳簿のみならず、収支報告書についてもその

必要性について意見が出されている。このため、今後さらにこの

問題に関連して、そもそも住所記載が支出の実在性の担保に必要

かという議論を行っていく必要があるか。 
 
 
〇 制度改正を行わない場合 
 

政治団体はすべての収入・支出について会計帳簿に記載すること

とされており、収支報告書は会計帳簿を基に作成する取扱いとされ

ている。当該取扱いの変更は法律改正を伴い、政治資金制度全体の

考え方の変更ともいえる会計帳簿の意義付けの変更となることや、

政治資金規正法制定以来すべての支出について会計帳簿に支出を

受けた者の住所を記載することとしてきた経緯などを踏まえると、

制度改正を行うことは慎重であるべきではないか。 
この場合においても、軽減される事務負担が（２）①にある、会

計帳簿に住所を転記する事務の負担であれば、会計帳簿・収支報告

書作成ソフトを活用すれば一定程度行えるため、会計帳簿・収支報
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告書作成ソフトの活用をより一層促進していくことにより会計責

任者の事務負担の軽減については、対応していくべきではないか。 
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【参考】領収書等の徴収・保存義務及び収支報告書の住所記載義務の範囲と改

正した場合の事務負担の軽減状況 
 

（１）①の場合 

政治団体（資金管理団体及び国会議員関係政治団体を除く。） 

支出項目 

金額 
経常経費 政治活動費 

５万円以上 
   

５万円未満 
   

資金管理団体 

支出項目 

金額 
経常経費 

政治活動費 
人件費 

人件費以外の

経費 

５万円以上 
   

５万円未満 
   

国会議員関係政治団体 

支出項目 

金額 
経常経費 

政治活動費 
人件費 

人件費以外の

経費 

１万円を超え

る 

   

１万円以下    

 
 
 
      

領収書等の徴収・保存義務がある範囲 

収支報告書での住所報告義務がある範囲 

会計帳簿に住所を転記する事務の負担の軽減 

※ 領収書等に住所の記載がない場合は事務負担の軽減はなされない。 
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（１）②の場合 

政治団体（資金管理団体及び国会議員関係政治団体を除く。） 

支出項目 

金額 
経常経費 政治活動費 

５万円以上 
   

５万円未満 
   

資金管理団体 

支出項目 

金額 
経常経費 

政治活動費 
人件費 

人件費以外の

経費 

５万円以上 
   

５万円未満 
   

国会議員関係政治団体 

支出項目 

金額 
経常経費 

政治活動費 
人件費 

人件費以外の

経費 

１万円を超え

る 

   

１万円以下    

 
 
 
 

 

 

領収書等の徴収・保存義務がある範囲 

収支報告書での住所報告義務がある範囲 

会計帳簿に住所を転記する事務の負担の軽減 

そもそも記載すべき住所を確認する事務の負担の軽減 
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（１）③の場合 

政治団体（資金管理団体及び国会議員関係政治団体を除く。） 

支出項目 

金額 
経常経費 政治活動費 

５万円以上 
   

５万円未満 
   

資金管理団体 

支出項目 

金額 
経常経費 

政治活動費 
人件費 

人件費以外の

経費 

５万円以上 
   

５万円未満 
   

国会議員関係政治団体 

支出項目 

金額 
経常経費 

政治活動費 
人件費 

人件費以外の

経費 

１万円を超え

る 

   

１万円以下    

 
 
 
 

領収書等の徴収・保存義務がある範囲 

収支報告書での住所報告義務がある範囲 

会計帳簿に住所を転記する事務の負担の軽減 

そもそも記載すべき住所を確認する事務の負担の軽減 


